
第４期愛知県障害者計画と第６期愛知県障害福祉計画を一体化した 

新プランの項目別記載事項（骨子案） 
 

 

第１章  計画策定の趣旨 【障害者計画と障害福祉計画（障害児福祉計画）の共通部分】                           
 

【記載事項（案）】 

計画の目的や根拠、経緯等について記載する。 

第 4期愛知県障害者計画と第 5期愛知県障害福祉計画（第 1期愛知県障害児福祉計画）の計画期間がい

ずれも 2020(令和 2)年度で終了することから、障害福祉に関する総合的な計画として、3 計画まとめて一

体化して計画を策定することとする。 

 

 

第２章  計画の基本的な考え方 【障害者計画と障害福祉計画（障害児福祉計画）の共通部分】   

１  計画の基本理念  

【記載事項（案）】 

計画の基本理念を記載する。 

第 5期障害福祉計画の基本理念である「地域共生社会の実現」を踏襲する。また、国連が定めるＳＤＧ

ｓ（エスディージーズ：持続可能な開発目標）の理念に沿った基本的・総合的取組に関する計画として、

2019(令和元)年8月に策定した「愛知県ＳＤＧｓ未来都市計画」を踏まえ、多様性の視点を加える。 

【記載案】 ※下線部分が現計画との変更部分です。 

全ての県民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重

され、障害の有無によって分け隔てられることなく、多様性を認め合い、相互に人格と個性を尊重しなが

ら共生する地域社会の実現 

 

２  計画の基本的考え方  

【記載事項（案）】 

計画の基本的な考え方を記載する。 

第 5期障害福祉計画の基本的考え方を踏襲するが、障害者計画として、国の第 4次障害者基本計画の基

本的方向や、本県条例の制定状況等を踏まえ、項目を追加する。また、国の障害福祉計画基本指針を踏ま

え、必要な修正を行う。 

 

【記載案】 ※下線部分が現計画との変更部分です。 

基本理念の実現に向けて、次の９つの考え方に基づき、障害者の自立及び社会参加の促進及び障害児の

健やかな育成を図るための施策を総合的かつ計画的に実施していきます。 

① 障害のある人の自己決定の尊重と意思決定の支援をします 

② 障害の有無に関わらず共に暮らせる「全ての人が輝き、活躍する愛知」の実現を目指し、障害を理由

とする差別の解消に取り組みます（障害者差別解消条例の推進） 

③ 手話言語の普及と障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進を図ります（手話言語・

障害者コミュニケーション条例の推進） 

④ 県内のどこでも必要な訪問系サービスが受けられるようにします 

⑤ 希望する人が日中活動系サービスを受けられるようにします 

⑥ グループホームや地域生活支援拠点等の充実を図り、施設入所等から地域生活への移行を推進すると

ともに、障害のある人が地域での生活を継続できるようにします 

⑦ 福祉施設から一般就労への移行を推進します 

⑧ 障害のある人が安心して暮らしていける支援システムづくりを進めます 

⑨ 障害のある子ども本人の最善の利益を考慮しながら、障害のある子どもの健やかな育成を支援します 

  



３  計画期間  

【記載事項（案）】 

計画の計画期間を記載する。 

・障害者計画：2021(令和3)年度から2026(令和8)年度までの6年間 

・障害福祉計画・障害児福祉計画：2021(令和3)年度から2023(令和5)年度までの3年間 

 

４  計画の位置づけ  

【記載事項（案）】 

「あいち障害福祉プラン（仮称）」は、以下の3つの法定計画として位置付ける。 

① 障害者基本法第11条第2項に基づく都道府県障害者計画（第4期） 

② 障害者総合支援法第89条第１項に基づく都道府県障害福祉計画（第6期） 

③ 児童福祉法第33条の22第１項に基づく都道府県障害児福祉計画（第2期） 

 

５  市町村との連携  

【記載事項（案）】 

国の障害福祉計画の基本指針に即して、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の計画的

な整備に向けた市町村との連携について記載する。 

 

６  区域の設定  

【記載事項（案）】 

障害福祉計画における障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込みを定める区域を設定する。 

なお、第5期計画の区域（障害保健福祉圏域）を踏襲する。 

 

７  ＳＤＧｓ（エスディージーズ：持続可能な開発目標）を踏まえた計画の推進  新規 

【記載事項（案）】 

計画の推進に当たり、ＳＤＧｓの目標達成に資するよう、意識して施策に取り組むことを記載する。 

 

（参考）ＳＤＧｓ（エスディージーズ）とは 

ＳＤＧｓはSustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略で、2015(平成27)年9月

の国連サミットで採択された国際目標である。「誰一人取り残さない」を合言葉に、2030(令和12)年を

目標として、貧困削減、格差の是正、環境保護、持続可能な生産と消費、平和構築など多岐にわたる

17のゴール・169のターゲットから構成されている。 

本県は 2019(令和元)年 7 月に内閣府より「ＳＤＧｓ未来都市」に選定され、「愛知県ＳＤＧｓ未来

都市計画」を策定し、ＳＤＧｓの理念に沿った基本的・総合的取組を推進している。 

<2030年のあるべき姿：人が輝き、女性や高齢者、障害のある人など、すべての人が活躍する愛知> 

 

 

第３章  現状 【障害者計画と障害福祉計画（障害児福祉計画）の共通部分】           

１  人口構成  

【記載事項（案）】 

    愛知県の総人口の推移について、年齢別（17歳以下、18～64歳、65歳以上）に記載する。 

なお、年推移については、現在は国勢調査 3回分の人口と、その後の障害福祉計画の策定年度 2回分の

推計人口を記載しているが、障害福祉計画の策定年度に合わせ、3年ごと※の推計人口に変更する。 

※ 2005(平成17)年、2008(平成20)年、2011(平成23)年、2014(平成26)年、2017(平成29)年、2020(令和

2年)の各4月1日現在（15年分） 

  

資料３－４ 



２  障害のある人の状況  

【記載事項（案）】 

次の項目を記載する。 

身体障害のある人：等級別、障害別、年齢別（18歳未満、18歳以上）、障害支援区分別 

知的障害のある人：判定別、年齢別（18歳未満、18歳以上）、障害支援区分別 

精神障害のある人：程度別、障害支援区分別、自立支援医療（精神通院医療）受給者数 

発達障害のある人：精神障害者保健福祉手帳所持者数（F80-F89、F90-F98） 

難病の方：特定医療費助成制度受給者数 

また、圏域別手帳所持者数を記載する。 

なお、年推移については、現在は2年ごとに記載しているが、障害福祉計画の策定年度に合わせ、3年ご

と※に変更する。（一部除外あり） 

※ 2005(平成17)年、2008(平成20)年、2011(平成23)年、2014(平成26)年、2017(平成29)年、2020(令和

2年)の各4月1日現在（15年分） 

 

３  障害福祉サービス等の利用状況等  

【記載事項（案）】 

県内の障害福祉サービスや障害児通所支援等の利用状況や事業所数等について記載する。 

 

 ４ 障害者基礎調査結果  

【記載事項（案）】 

2019年10月11日から11月22日にかけて、県内の障害者3,100名（身体障害者1,500名、知的障害者400名、精

神障害者 400名、発達障害者 400名、難病患者 400名）を対象に実施した障害者基礎調査のうち、県の障害者施策に

おける優先順位に係る調査結果を記載する。 障害者基礎調査グラフ（資料４） 

 

 

第４章  展望（2040(令和 22)年のめざすべき姿）【障害者計画】                

 

【記載事項（案）】 

「あいち障害福祉プラン（仮称）」は、「次期あいちビジョン」の下位計画として、障害者計画と障害福

祉計画・障害児福祉計画を一体化して策定することから、長期目標の実現に向けた中期・短期計画の位置

付けとし、次の項目を記載する。 

 

 

① 2040(令和22)年の愛知県の障害福祉施策のめざすべき姿 

＜参考１：あいちビジョン2020概要版（抜粋）＞ 

・障害福祉の「施設から地域へ」という流れの中、障害のある人がより身近な地域で学び、生活し、働く

ことができる環境づくりをさらに進め、新しいあいちの障害者支援を実現していく。 

・障害のある子どもに対しては、身近な地域において、障害の状態に応じたきめ細やかな教育が受けられ

る環境を作っていく。 

＜参考２：次期あいちビジョン骨子案（抜粋）＞ 

重要政策として、「多様性を尊重する社会づくり」に「障害のある人の活躍支援」が、「支え合いの社会

づくり」に「障害のある人の生活支援」が位置付けられる予定 

 

  

新規 



② 施策体系図（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 第 4次障害者基本計画の「各分野における障害者施策の基本的な方向」の体系に合わせ、施策の内容を

記載する。 

 

＜第4次障害者基本計画の「各分野における障害者施策の基本的な方向」＞ 

１．安全・安心な生活環境の整備 

２．情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

３．防災、防犯等の推進 

４．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

５．自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

６．保健・医療の推進 

７．行政等における配慮の充実     ← ４に統合 

８．雇用・就業、経済的自立の支援 

９．教育の振興 

10．文化芸術活動・スポーツ等の振興 

11．国際社会での協力・連携の推進   ← 国の役割であることから、除外 

  

地域で 

暮らし続ける 

自分らしく 

暮らし続ける 

１ 安全・安心な生活環境の整備 

２ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

３ 防災、防犯等の推進 

７ 雇用・就業、経済的自立の支援 

８ 教育の振興 

９ 文化芸術活動・スポーツ等の振興 

３つの視点 各分野における障害者施策の基本的な方向 

安心して 

暮らし続ける 

４ 権利擁護の推進及び行政等における配慮の充実 

５ 自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

６ 保健・医療の推進 



第５章  各分野における障害者施策の基本的な方向                       

     【障害者計画と障害福祉計画（障害児福祉計画）の共通部分】              
 

【記載事項（案）】 

施策体系図の項目に合わせ、「現状・課題」「施策の方向性」「計画期間の取組」の順に記載する。 

なお、「現状・課題」は障害者計画・障害福祉計画共通、「施策の方向性」は障害者計画、「計画期間の取

組」は障害福祉計画の該当部分となる。 

 

１  安全・安心な生活環境の整備  

【現状・課題（案）】 

○ グループホームの確保 

○ 誰もが入居できる民間賃貸住宅の増加 

○ 不特定多数が利用する施設・交通機関におけるバリアフリー化 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 新型コロナウイルス感染症対策 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 住宅の確保 

○ 障害者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

○ 新型コロナウイルス感染拡大防止の推進 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ グループホーム建設費の助成 

○ 新たな住宅セーフティネット制度における障害者を対象とした賃貸住宅の登録数の増加 

○ 公営住宅のバリアフリー化の推進 

○ 人にやさしい街づくりの推進に関する条例による適合証交付施設の増加 

○ 新型コロナウイルス感染症対策事業の推進 

 

２  情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実  

【現状・課題（案）】 

  ○ 情報アクセシビリティの整備 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 意思疎通支援を行う人材の確保 

○ 手話が言語であるとの認識の共有 

○ 障害の特性に応じたコミュニケーション手段を利用しやすい環境の整備 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 行政情報等のアクセシビリティの向上 

○ 意思疎通支援の充実 

○ 手話言語の普及 

○ 障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用促進 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ 障害者情報提供施設における支援の充実 

○ アクセシビリティに配慮した行政情報の提供 

○ 意思疎通支援を行う人材の養成 

○ 意思疎通支援者の派遣 

○ 手話言語をはじめとする障害の特性に応じたコミュニケーション手段に関する啓発及び学習の機会

の確保 

  

新規 



３  防災、防犯等の推進  

【現状・課題（案）】 

○ 福祉避難所の確保と避難行動要支援者名簿等の整備 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 言語や聴覚に障害がある人の緊急通報手段の確保 

○ 障害者の消費者被害の防止 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 福祉避難所確保等に係る市町村支援 

○ 言語や聴覚に障害がある人の緊急通報手段の整備 

○ 消費者の安全確保の推進 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ 災害時要配慮者支援体制構築マニュアルの活用による市町村支援 

○ 110番アプリシステム及びFAX110番等の周知 

○ 市町村の見守りネットワーク（消費者安全確保地域協議会）の設置促進 

 

４  権利擁護の推進及び行政等における配慮の充実  

【現状・課題（案）】 

○ 障害者虐待の防止 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 障害を理由とする差別の解消 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 成年後見制度への理解 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 行政機関等における配慮 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 障害者理解の促進 

○ ヘルプマークの普及啓発 

○ 虐待の予防・早期発見、虐待を受けた人の保護や相談支援 

○ 障害を理由とする差別の解消の推進 

○ 成年後見制度の利用促進 

○ 行政機関等における合理的配慮の実施 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ 障害者理解促進、成年後見制度利用促進、障害者差別解消のための普及啓発 

○ 県「障害者権利擁護センター」と市町村「障害者虐待防止センター」の連携 

○ 障害を理由とする差別に関する相談支援 

○ 虐待防止、権利擁護、合理的配慮等に係る各種研修の開催 

  



５  自立した生活の支援・意思決定支援の推進  

【現状・課題（案）】 

○ 福祉施設や精神科病院からの地域生活移行の推進 

○ 相談支援体制や障害福祉サービス等提供体制の充足 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 福祉人材の確保 

○ 高齢障害者や外国語を母語とする障害者への支援 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 地域移行支援、在宅サービス等の充実 

○ 障害福祉サービスの質の向上等 

○ 障害福祉を支える人材の育成・確保 

○ 高齢障害者や外国語を母語とする障害者への支援の充実 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ 福祉施設や精神科病院からの地域生活移行の推進 

○ 障害福祉サービス事業所等整備費の助成 

○ 相談支援従事者・サービス管理責任者等に対する資格取得・質の向上に関する研修の充実 

○ 地域生活支援拠点等の充実 

 

６  保健・医療の推進  

【現状・課題（案）】 

○ いわゆる社会的入院の解消 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 精神障害者の地域への円滑な移行・定着 

○ 難病患者への支援 

○ 歯科疾患の予防 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 地域で生活できる社会資源の整備 

○ 予防と早期発見 

○ 医療提供体制の整備 

○ 相談支援体制の充実 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○ 精神障害者地域精神保健福祉推進協議会の開催 

○ ピアサポートやアウトリーチ訪問支援の充実 

○ 多様な精神疾患等に対応できる医療機能の明確化 

○ 定期的な歯科検診の実施 

○ メンタルヘルス対策の推進 

○ 難病相談支援センターにおける支援 

  



７  雇用・就業、経済的自立の支援  

【現状・課題（案）】 

○ 福祉施設から一般就労への移行 

○ 障害者雇用の促進 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 福祉的就労の底上げ 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 就労機会の提供 

○ 職業能力開発の促進 

○ 職場定着支援 

○ 障害者就労施設等の提供する物品・サービスの優先調達 

○ 工賃向上に向けた取組 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ 障害者雇用に関する周知・啓発 

○ 就職面接会、各種セミナーの開催 

○ 職業能力開発校における職業訓練 

○ 共同受注窓口の強化 

○ 工賃向上推進事業や農福連携の取組 

 

８  教育の振興  

【現状・課題（案）】 

○ インクルーシブ教育システムの推進 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 教育環境の整備 

○ 高等教育における障害学生支援 

○ 学校と放課後等デイサービス事業所等の連携・情報共有 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 第2期愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながりプラン2023）の推進 

○ 福祉と教育の連携推進 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ 第2期愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながりプラン2023）の取組の実施 

 

９  文化芸術活動・スポーツ等の振興  

【現状・課題（案）】 

○ 障害者の文化芸術活動への参加 障害者基礎調査グラフ（資料4） 

○ 障害者スポーツの普及及びアスリートの育成強化 

 

【施策の方向性（案）】 

○ 障害者の文化芸術活動の充実 

○ 障害者のスポーツ活動の推進と競技力の向上 

 

【計画期間の取組（案）】 

○ あいちアール・ブリュットの取組の実施 

○ 障害者スポーツ大会の開催 

○ スポーツ競技団体との連携 

  



第６章  障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標          

     【障害福祉計画（障害児福祉計画）】                         
 

【記載事項（案）】 

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（国の基本指

針）において、目標として設定することとされている事項について、「第5期障害福祉計画までの評価」「新

プランでの目標」「施策の方向性」「計画期間の取組」の順に記載する。 

１  福祉施設の入所者の地域生活への移行  

【第5期障害福祉計画までの評価】 

第5期障害福祉計画までの評価を記載 

<参考> 第5期計画の目標と実績  ※ 実績は現在集計中であり、後日お示しします。 

目標 2019(令和元)年度実績  

＜地域移行者数の増加＞ 

2016(平成28)年度末から2020(令和2)年度末までの地域移行者数：

177人 

●●人（進捗率：●●%） 
2017（平成29）年度：19人 

2018（平成30）年度：19人 

2019（令和元）年度：●●人 

＜施設入所者数の削減＞ 

2020(令和2)年度末までの施設入所者削減数：77人 
（2020(令和2)年度末の施設入所者数：3,782人） 

●●人（進捗率：●●%） 
2016（平成28）年度末：3,859人 

2019（令和元）年度末：●●人 

 

【新プランでの目標】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

○ 目標設定に関する考え方 

・地域生活移行者については、これまでの本県における地域生活への移行実績や今年度実施した「福

祉施設入所者の地域生活移行に関するニーズ調査」の結果などを勘案しながら、目標の設定を行う。 

・施設入所者の削減については、国の基本指針に即して設定する。 

<参考> 国の基本指針 

事項 目標 

（１）地域生活移行者数 
2019(令和元)年度末の施設入所者数の6％以上 
※ 2020(令和2)年度～2023(令和5)年度までの4年間 

※ 第5期計画で未達成見込分があればそれを含める。 

（２）施設入所者数 
2019(令和元)年度末時点の施設入所者数から1.6％以上削減 
※ 第5期計画で未達成見込分があればそれを含める。 

 

【目標達成に向けた施策の方向性（案）】 

○ 入所施設の取組の強化 

○ 住まいの場の確保 

○ 地域生活を体験する場の提供 

○ 日中活動の場の確保 

○ 民間企業とのマッチングによる経済的自立支援 

○ 地域における理解の促進 

○ 愛知県障害者差別解消推進条例等に基づく取組 

○ 障害の重度化、高齢化が進んだ方への支援 

○ 地域生活の相談支援体制の整備・充実 

 

【計画期間の取組】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

  



２  精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築  

【第5期障害福祉計画までの評価】 

第5期障害福祉計画までの評価を記載 

<参考> 第5期計画の目標と実績  ※ 実績は現在集計中であり、後日お示しします。 

目標 2019(令和元)年度実績  

＜圏域ごとの協議の場の設置＞ 

2020(令和 2)年度末までに全ての障害保健福祉圏域ごとに、保健、

医療、福祉関係者による協議の場を設置 

●●圏域 

＜市町村ごとの協議の場の設置＞ 

2020(令和 2)年度末までに全ての市町村ごとに、保健、医療、福祉

関係者による協議の場を設置 

●●市町村 

＜長期入院患者数の削減＞ 

2020(令和2)年度末の精神病床における1年以上長期入院患者数 

（１）65歳以上患者数 2,774人 

（２）65歳未満患者数 3,002人 

①●●人 

②●●人 

＜早期退院率の上昇＞ 

2020(令和2)年度における精神病床の早期退院率 

（１）入院後3か月時点の退院率：69％ 

（２）入院後6か月時点の退院率：84％ 

（３）入院後1年時点の退院率 ：91％ 

①●●％ 

②●●％ 

③●●％ 

 

【新プランでの目標】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

○ 目標設定に関する考え方 

・国の基本指針に即して設定する。 

<参考> 国の基本指針 

事項 目標 

（１）精神障害者の精神病床から

退院後１年以内の地域におけ

る平均生活日数 新規 

退院後1年以内の地域における生活日数の平均を316日以上 

（２）精神病床における１年以上

長期入院患者（65歳以上、65歳

未満） 

別表に掲げる式により算出した人数（全国） 
※ 平成30年度と比べて6.6～4.9万人減少 

（３）精神病床における早期退院

率の向上 

入院後3か月時点の退院率 69％以上 

入院後6か月時点の退院率 86％以上 

入院後1年時点の退院率  92％以上 

 

【目標達成に向けた施策の方向性（案）】 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築の推進 

○ 地域生活への移行に向けた支援 

○ 地域定着のための支援 

○ 住まいの場の確保 

○ 日中活動の場の確保 

○ 地域における理解の促進 

 

【計画期間の取組】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

  



３  地域生活拠点等が有する機能の充実  

【第5期障害福祉計画までの評価】 

第5期障害福祉計画までの評価を記載 

<参考> 第5期計画の目標と実績  ※ 実績は現在集計中であり、後日お示しします。 

目標 2019(令和元)年度実績  

＜地域生活支援拠点等の整備＞ 

平成 32 年度末までに各市町村又は各障害保健福祉圏域において、

地域生活支援拠点等を少なくとも一つ整備する。 

●●市町村※ 

（進捗率：●●%） 

 

【新プランでの目標】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

○ 目標設定に関する考え方 

・国の基本指針に即して設定する。 

<参考> 国の基本指針 

事項 目標 

（１）地域生活支援拠点等の確保 市町村又は圏域に1つ以上の地域生活支援拠点等を確保 

（２）地域生活支援拠点等の機能

の充実のため、運用状況等を検

証、検討 新規 

地域生活支援拠点等の機能の充実のため、年1回以上運用状況

を検証、検討 

 

【目標達成に向けた施策の方向性（案）】 

○ 圏域ごとに設置した地域アドバイザーを活用した情報収集・情報提供による市町村支援 

 

【計画期間の取組】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

 

４  福祉施設から一般就労への移行等  

【第5期障害福祉計画までの評価】 

第5期障害福祉計画までの評価を記載 

<参考> 第5期計画の目標と実績  ※ 実績は現在集計中であり、後日お示しします。 

目標 2019(令和元)年度実績  

＜福祉施設利用者の一般就労移行者数の増加＞ 

2020(令和2)年度における年間一般就労移行者数：1,422人 

●●人 

（進捗率：●●%） 

＜就労移行支援事業利用者数の増加＞ 

2020(令和2)年度末における就労移行支援事業利用者数：2,042人 

●●人 

（進捗率：●●%） 

＜就労移行支援事業所における就労移行率の向上＞ 

2020(令和 2)年度末における就労移行率 3割を達成する就労移行支

援事業所の割合：全体の5割 

●●割 

（進捗率：●●%） 

＜職場定着率の向上＞ 

2019(令和元)・2020(令和 2)年度における就労定着支援を開始した

時点から1年後の職場定着率：8割以上 

●●割 

（進捗率：●●%） 

 

【新プランでの目標】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

○ 目標設定に関する考え方 

・国の基本指針に即して設定する。 

  



<参考> 国の基本指針 

事項 目標 

（１）就労移行支援事業等を通じ

て一般就労に移行する者の数 

変更 

2019(令和元)年度実績の1.27倍以上 
※ 就労移行支援1.30倍、就労継続支援Ａ型1.26倍、就労継続支援Ｂ型1.23

倍以上を目指し、それぞれに目標値を設定 

※ 第5期計画で未達成見込分があればそれを含めること。 

（２）就労定着支援事業の利用者

数 新規 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち 

7割が就労定着支援事業を利用 

（３）就労定着支援事業の就労定

着率 新規 
就労定着率が8割以上の事業所を全体の7割以上 

 

【目標達成に向けた施策の方向性（案）】 

○ 一般就労に向けた福祉施設の取組に対する支援 

○ 就労移行支援事業者等の確保及び質の向上 

○ 職業能力開発支援 

○ 企業等に対する働きかけ・支援 

○ 労働関係機関の就労支援策等の活用 

○ 一般就労へ移行することが困難な人に対する支援等 

○ 特別支援学校におけるキャリア教育の推進 

 

【計画期間の取組】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

 

５  障害児支援の提供体制の整備等  

【第5期障害福祉計画までの評価】 

第5期障害福祉計画までの評価を記載 

<参考> 第5期計画の目標と実績  ※ 実績は現在集計中であり、後日お示しします。 

目標 2019(令和元)年度実績  

＜児童発達支援センターの設置＞ 

2020(令和 2)年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少

なくとも1か所以上設置する。 

●●市町村※ 

（進捗率：●●%） 

＜保育所等訪問支援の体制の構築＞ 

2020(令和 2)年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問

支援を利用できる体制を構築する。 

●●市町村 

（進捗率：●●%） 

＜主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所の確保＞ 

2020年(令和2)年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童

発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少

なくとも１か所以上確保する。 

●●市町村 

（進捗率：●●%） 

＜医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置＞ 

2018(平成30)年度末までに、県、各障害保健福祉圏域及び各市町村

において、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、保健、

医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協

議の場を設ける。 

① 県設置済 

② ●●圏域 

③ ●●市町村 

（進捗率：●●%） 

※ 圏域設置や、複数の市町村が共同で設置している場合を含む。 

  



【新プランでの目標】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

○ 目標設定に関する考え方 

・国の基本指針に即して設定する。 

<参考> 国の基本指針 

事項 目標 

（１）児童発達支援センターの設

置 

児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上設

置 
※ 市町村単独での設置が困難な場合は、圏域での設置も差し支えない。 

（２）保育所等訪問支援の体制の

構築 

全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を

構築 

（３）難聴児支援の中核的機能体

制の構築 新規 

各都道府県において、難聴児支援のための中核的機能を有する

体制を確保 

（４）主に重症心身障害児を支援

する児童発達支援事業所及び

放課後等デイサービス事業所

の確保 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも1カ所以上確

保 
※ 市町村単独での確保が困難な場合は、圏域での確保も差し支えない。 

（５）医療的ケア児支援のための

関係機関の協議の場の設置 

各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害

福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場

を設置 
※ 市町村単独での設置が困難な場合は、都道府県が関与したうえで、圏域で

の設置も差し支えない。 

（６）医療的ケア児等支援コーデ

ィネーターの配置 新規 

各都道府県、各圏域及び各市町村において、医療的ケア児等に

関するコーディネーターを配置 

 

【目標達成に向けた施策の方向性（案）】 

○ 児童発達支援センターを中心とした地域の支援体制の充実 

○ 重症心身障害児に対する支援体制の構築 

○ 医療的ケア児に対する支援体制の構築 

○ 経済的負担の軽減 

○ 愛知県医療療育総合センターを中心とした発達障害のある子どもの支援体制の充実 新規 

 

【計画期間の取組】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

 

  



６  相談支援体制の充実・強化等  新規 

【新プランでの目標】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

○ 目標設定に関する考え方 

・国の基本指針に即して設定する。 

<参考> 国の基本指針 

事項 目標 

相談支援体制の充実・強化等 

新規 

各市町村又は各圏域において、総合的・専門的な相談支援の実

施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保 
※ 基幹相談支援センター等がその機能を担うことを検討 

 

【目標達成に向けた施策の方向性（案）】 

○ 障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援の実施 新規 

○ 地域の相談支援体制の強化 新規 

○ 地域の相談支援事業者の人材育成 新規 

○ 地域の相談支援機関の連携強化の取組 新規 

 

【計画期間の取組】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

 

７  障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築  新規 

【新プランでの目標】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

○ 目標設定に関する考え方 

・国の基本指針に即して設定する。 

<参考> 国の基本指針 

事項 目標 

障害福祉サービス等の質を向上

させるための取組に係る体制の

構築 新規 

各都道府県及び各市町村において、障害福祉サービス等の質を

向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構築 

 

【目標達成に向けた施策の方向性（案）】 

○ 都道府県や市町村等における障害福祉サービス等に係る研修の開催 新規 

○ 指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業者等に対する指導監査の適正な実施とそ

の結果の関係市町村との共有 新規 

 

【計画期間の取組】 

※ 第2回ワーキンググループで検討 

  



第７章  障害福祉サービス等の見込量と確保策等 【障害福祉計画（障害児福祉計画）】      

１  障害福祉サービス等の見込量と確保策  

【記載事項（案）】 

国の基本指針に即して、以下のサービスの第5期計画までの評価、必要な量の見込み等を設定するとと

もに、その確保策について、記載する。 

なお、設定に当たっては、国の基本指針に即して、市町村障害福祉計画における数値の積み上げを基本

とする。 

 項目 区分 

（１） 訪問系サービス （一括での算定） 

（２） 日中活動系サービス 生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、就労定着支援、療養介護、 

短期入所（福祉型・医療型） 

（３） 居住系サービス 自立生活援助、共同生活援助（グループホーム）、施設入所支援、 

地域生活支援拠点 新規 

（４） 相談支援 計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援 

（５） 障害児支援 ①障害児通所支援（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デ

イサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援） 

②障害児入所支援（福祉型・医療型） 

③障害児相談支援 

④医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

の配置人数 新規 

 

２  障害保健福祉圏域の現状とサービス見込量 

【記載事項（案）】 

国の基本指針に即して、以下の項目について記載していく。 

（１）圏域単位での地域特性および課題 

（２）2023(令和5)年度末までに不足するサービスの基盤整備 

（３）各圏域の現状と今後のサービス見込量 

 

  



３  障害福祉サービス等以外の見込量と確保策  

【記載事項（案）】 

国の基本指針に即して、以下の項目について記載する。 

 項目 区分 

（１） 障害児支援 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの

配置人数 

（２） 子ども・子育て支援等 ①保育所 

②認定こども園 

③放課後等児童健全育成事業 

（３） 就労支援 ①就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者の一般就労移行者

数 

②障害者に対する職業訓練の受講者数 

③福祉施設から公共職業安定所へ誘導する福祉施設利用者数 

④福祉施設から障害者就業・生活支援センターへ誘導する福祉施設利

用者数 

⑤公共職業安定所の支援を受けて福祉施設から就職する者の数 

（４） 発達障害者等に対す

る支援 

①発達障害者支援地域協議会の開催回数 

②発達障害者支援センターによる相談件数 

③発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係

機関への助言件数 

④発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部

機関や地域住民への研修、啓発件数 

⑤ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラ

ム等の受講者数 新規 

⑥ペアレントメンターの人数 新規 

⑦ピアサポートの活動への参加人数 新規 

（５） 精神障害にも対応し

た地域包括ケアシス

テムの構築 新規 

①保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 

②保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数 

③保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評

価の実施回数 

④精神障害者の地域移行支援 

⑤精神障害者の地域定着支援 

⑥精神障害者の共同生活援助 

⑦精神障害者の自立生活援助 

⑧精神病床における退院患者の退院後の行き先 

（６） 相談支援体制の充実・

強化のための取組 

新規 

①総合的・専門的な相談支援 

②地域の相談支援体制の強化 

（７） 障害福祉サービスの

質を向上させるため

の取組 新規 

①障害福祉サービス等に係る各種研修の活用 

②障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

③指導監査結果の関係市町村との共有 

  



４  県の地域生活支援事業の実施に関する事項  

【記載事項（案）】 

国通知「地域生活支援事業に係る障害福祉計画の作成について」に即して、以下の地域生活支援事業の

内容、実施に関する考え方について記載する。（見込量については、第8章で記載する。） 

※ 第6期障害福祉計画の策定に合わせて国通知の改定があった場合は、改定後の内容に即して記載す

る。 

 項目 区分 

（１） 専門性の高い相談支

援事業 

①発達障害者支援センター運営事業 

②高次脳機能障害及び関連機能障害支援普及事業 

③障害児等療育支援事業 

④障害者就業・生活支援センター運営事業 

（２） 広域的な支援事業 ①相談支援体制整備事業 

②精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

③発達障害者支援地域協議会による体制整備事業 

（３） 専門性の高い意思疎

通支援を行う者の養

成・派遣 

①手話通訳者養成研修事業 

②手話通訳者派遣事業 

③要約筆記者養成研修事業 

④要約筆記者派遣事業 

⑤盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

⑥盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

⑦意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業 

（４） 人材育成等その他の

事業 

①障害支援区分認定調査員等研修事業 

②相談支援従事者等研修事業 

③サービス管理者等研修事業 

④身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業 

⑤視聴覚障害者情報提供施設運営事業 

⑥盲人ホーム事業 

⑦障害者社会参加促進事業 

 

 

第８章  目標一覧 【【障害者計画と障害福祉計画（障害児福祉計画）の共通部分】        
 

【記載事項（案）】 

本計画で定める目標を一覧にし、進行管理に役立てる。 

第 5章に係る目標については、国の障害者基本計画の目標に準ずるとともに、県の個別計画とも整合性

を図り設定する。 

 

【目標の設定（案）】 

関連 項目 
障害者基本計画の 

目標 

県の現状値 

（直近の値） 
本計画の目標 目標の根拠 

第5章3 

市町村の見守りネ

ットワークの人口

カバー率 

(消費者安全確保地

域協議会を設置し

ている人口5万人

以上の市区町数) 

59.1％（12市） 

（2020(令和2)年3月） 

85％以上 

（2025(令和7)年3月） 

あいち消費者安心

プラン2024 

第5章4 

障害者差別解消法

に基づく対応要領

を策定している市

町村の割合 

100％  

（2022(令和 4)年

度） 

93％ 

（50市町/54市町村） 

（2019年4月1日） 

100％ 

（2023(令和5)年3月） 
なし 

 

 

 

 

新規 



【目標の設定（案）】つづき 

関連 項目 
障害者基本計画の 

目標 

県の現状値 

（直近の値） 
本計画の目標 目標の根拠 

第5章4 

障害者差別解消支

援地域協議会を組

織している市町村

の割合 

100％  

（2022(令和4)年度） 

85％ 

（46市町村/54市町村） 

（2019年4月1日） 

100％ 

（2023(令和5)年3月） 
なし 

第5章6 

メンタルヘルス対

策に取り組んでい

る事業所の割合 

80％以上 

（2022年度） 

58.3％ 

（2019(平成31)年） 
80％ 

あいち仕事と生活

の調和行動 2016-

2020 

第 3 期あいち自殺

対策総合計画 

第5章6 

障害者支援施設及

び障害児入所施設

における定期的な

歯科検診の実施率 

90％ 

（2022年度） 

90.4％ 

（2018(平成29)年度） 

100％ 

（2022(令和4)年度） 

愛知県歯科口腔保

健基本計画 

第5章7 

障害者就労施設等

が提供する物品・サ

ービスの優先購入

（調達）の実績額 

 前年度比増 

（～2022(令和4)年度） 

13,109,333円 

（2018(平成30)年度） 

毎年度前年度比増 

（2026(令和8)年度） 
なし 

第5章7 

就労継続支援Ｂ型

事業所の月額平均

工賃額 

地方公共団体が作

成する第5期障害福

祉計画等の状況を

踏まえ設定 

16,650円 

（2018(平成30)年度） 
計画策定後に設定 愛知県工賃向上計画 

第5章9 
あいちアール・ブリ

ュット展開催回数 
 － 

年間3回 

（サテライト展含む） 

（2019(平成31)年度） 

毎年度3回実施 

（2026(令和8)年度） 
なし 

※ 第6章及び第7章で記載する目標についても、再掲する。 

 

 

第９章  計画の推進 【障害者計画と障害福祉計画（障害児福祉計画）の共通部分】        
 

【記載事項（案）】 

以下の事項を記載する。 

関係者の意見を聞きながら、「次期あいち健康福祉ビジョン」「あいち はぐみんプラン 2020-2024」等、

高齢福祉施策、子育て支援関係施策とも連携・協働して進めていく。 

本計画の推進に当たっては、毎年度、各障害福祉サービスの実施状況、福祉施設等からの地域生活移行

や一般就労への移行などについての状況を把握し、ＰＤＣＡサイクルにより計画の進行管理を的確に行っ

ていく。 


